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「環境未来都市」構想 

１．構想の背景 
   

世界の都市人口は急速に増加をみせ、現在世界人口の半数を占めていますが、国連に

よると、その割合は 2050 年には約７割、約 64億人に達すると予測されています。こうし

た都市化の傾向は、アジアやアフリカといった開発途上地域で顕著に見られ、急激な都

市化に伴い、様々な環境問題や都市問題を生じさせています。21 世紀は都市の時代とい

われますが、都市環境に対する負荷を増加させずに、いかに生活の豊かさを実現するか

という問題は、都市を基軸とした人類共通の課題です。 

  他方、課題先進国といわれる日本では、少子化とともに、急速に高齢化が進み、2050

年には、65歳以上の高齢者が４割に達すると見込まれ、社会の活力の維持や高齢者が健

康で安心して充実した生活を送ることのできる都市∑地域づくりが喫緊の課題となって

います。高齢化の問題は、アジア諸国を始め他の多くの国々が近未来に直面すると予測

され、日本における取組は、人類共通の課題解決に示唆を与えるものといえます。 

このように、都市をエンジンとして、環境、高齢化対応、経済∑社会の活性化という

人類共通の普遍的課題について、問題認識の共有、課題設定の普遍化、解決の枠組みを

考えることは、極めて重要です。 

我が国は「新成長戦略」（2010 年６月 18日閣議決定）の 21の国家戦略プロジェクトの

一つとして『「環境未来都市」構想』を位置付けました。この構想は、人類共通の課題に

挑戦し、世界に先駆けて解決モデルを提示するものといえます。 

 

２．「環境未来都市」構想の趣旨 
 

 「環境未来都市」構想は、限られた数の特定の都市を環境未来都市として選定し、21

世紀の人類共通の課題である環境や超高齢化対応などに関して、技術∑社会経済システ

ム∑サービス∑ビジネスモデル∑まちづくりにおいて、世界に類のない成功事例を創出

するとともに、それを国内外に普及展開することで、需要拡大、雇用創出等を実現し、

究極的には、我が国全体の持続可能な経済社会の発展の実現を目指すものです。 
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環境未来都市は、成功事例を創出するための社会経済システムイノベーションの実践

の場となります。国は、環境未来都市に対して、関連予算の集中、規制∑制度∑税制改

革などの支援を行う予定です。 

「環境未来都市」構想の実現に当たっては、国内外に広く開かれたオープンソースイ

ノベーションを前提とし、コンセプト形成、要素技術やシステムの検討∑開発、実践な

どの各段階で、国内外の経験を共有しながら知のネットワーク化を進め、国内外への普

及展開を図っていきます。 

 

３．「環境未来都市」構想の基本コンセプト 
 

「環境未来都市」構想の基本コンセプトは、「環境∑超高齢化対応等に向けた、人間中

心の新たな価値を創造する都市」を実現することです。すなわち、我が国及び世界が直

面する地球温暖化、資源∑エネルギー制約、超高齢化対応等の諸課題を、持続可能な社

会経済システムを構築しつつ、また社会的連帯感の回復を図りながら解決し、新たな価

値を創造し続ける「誰もが暮らしたいまち」「誰もが活力あるまち」を実現し、人々の生

活の質を高めることです。 

持続可能な経済社会を実現するためには、環境、社会、経済という３つの側面が不可

欠です。本構想にお

ける「誰もが暮らし

たいまち」「誰もが

活力あるまち」は、

３つの側面が一定

以上の水準で満足

されていることを

前提として、よりイ

ノベイティブにこ

れら３つの側面か

ら価値が創造され

る都市と定義され

ます。 

 

４．個別都市の将来ビジョン及び取組 
 

  個別の環境未来都市は、上記の基本コンセプトの実現に資するよう環境価値、社会的

価値、経済的価値という３つの価値のトータルの創造量の最大化を目指して戦略的な将

来ビジョンを策定します。将来ビジョンの策定は、目指すべき将来の姿からのバックキ

ャスティングの発想とともに、実現可能性を高めるべく、現状からのフォアキャスティ

ングの発想も取り入れて描くことが必要です。また、それぞれの都市特有の自然的社会

的条件等を踏まえて、多様性や独自性を最大限発揮できるよう策定することが重要です。 

 各都市においては、将来ビジョンの実現に向け、環境及び超高齢化対応に関する分野
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の取組を必須とし、これに加えて、都市の独自性や比較優位をさらに高めることができ

る分野における取組を、国内外の都市との強力な連携の下で推進します。取組の実施に

あたっては、国内外の他の都市の成功事例を吸収するなど、世界の英知を結集しつつ、

それぞれの分野の取組を効果的に統合して、単なる実証実験にとどまらない、継続的に

価値を創造する社会経済システムイノベーションを実現します。成功事例を継続的に創

出することにより、補助金に依存した体質から脱却し、自律的発展の仕組みを実現する

ことにより、国内外に適用可能なモデルを確立します。 

 

５．「環境未来都市」構想の推進方策 
 

 本構想を成功に導くには、着実なプロジェクトマネジメントの実施、パワフルでスピ

ード感のある執行体制の構築、強力な都市間連携の下での推進が重要です。 

本構想におけるプロジェクトマネジメントは、①構想全体（効果的な推進の視点）、②

各都市（取組全体の経営の視点）、③各取組（進捗管理の視点）の３つのレベルで必要に

なります。各レベルにおいてＰＤＣＡサイクルを回し、着実にプロジェクトマネジメン

トを行うことにより、成功の可能性を高めることが出来ます。 

成功事例の創出やその国内外への普及展開には、パワフルでスピード感のある執行体

制が不可欠です。国レベルでは、各都市に対して、助言を行うとともに、推進組織を設

置し、資金提供、規制∑制度改革の調整等を行います。各都市レベルでは、産民学∑自

治体によるコンソーシアムを組織します。 

 都市間連携を強化することにより、成功事例の高度化と普及展開の迅速化が期待され

ます。国では、国内外の成功事例の収集∑整理∑分析を行い、その情報を整理∑発信す

るとともに、知の交流のための国際フォーラム等の場の整備を行うなど、国際的な知の

プラットフォ

ームを構築し

ます。各都市で

は、上記のプラ

ットフォーム

も活用しなが

ら国内外の他

の都市との成

功事例の相互

交流、市民レベ

ルを含めた継

続的な連携∑協

力関係の深化

を図ります。 
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【岩手県釜石市】 釜石市環境未来都市構想

【宮城県東松島市】【宮城県岩沼市】 愛と希望の復興

【福島県南相馬市】 次世代に繋ぐ循環型都市 南相馬

【 】 気仙広域環境未来都市岩手県大船渡市、陸前高田市、住田町等

東日本大震災からの復興
～あの日を忘れず ともに未来へ 東松島一新～

【福島県新地町】
「やっぱり新地がいいね」
～環境と暮らしの未来（希望）が見えるまち～

・エネルギーの地産地消、多様なエネルギーを活かした産業創出等を通じ
た「低炭素・省エネ・省資源による循環型社会かまいし」の実現

・高齢者が｢生きがい｣を持てるまちづくりの推進等を通じた「産業福祉都市
かまいし」の構築

・環境防災未来都市として復興し、東北地方の復興まちづくりのモデルかつ
小規模都市の世界モデルとなることを目指す

・世界初の地域分散型蓄電システム付メガソーラー発電所の設置推進
・多極分散型（ポリセントリック）の地域づくりの推進

・震災がれきを活用した千年希望の丘の造成による自然環境との調和
・メガソーラー事業を中心としたスマートグリッドの取組
・医療クラウドを利用した健康管理や医療連携、高度医療技術の研究・開発
拠点の整備

・サステナブルな成長力と安心・安全な生活都市を目指す。
・再生可能エネルギーによる自立分散型電源の構築、建築物の低炭素化、
ＥＶの普及

・ＣＡＳＢＥＥ健康チェックリストを活用した健康住宅の推進

・再生可能エネルギーの大量導入と電力消費のスマート化による「エネル
ギー循環」

・複数世代が同じ共同体に暮らすことによる「世代循環」
・一次産業を核として、加工、流通経路も独自に確保する「循環型地域産業」

・太陽光大規模発電や町有林と火力発電所を活用したエネルギーの地産
地消と発電ビジネスの展開

・ICTを活用した情報通信インフラの構築や公共交通インフラの整備
・地域コミュにティの活用

【北海道下川町】 人が輝く森林未来都市しもかわ

・豊富な森林資源から最大限に収益を得続ける自立型森林総合産業を創出
・森林バイオマスを中心とした再生可能エネルギーによる完全自給と域外燃
料供給を実現

・「森林未来都市」モデルの政策・事業パッケージをアジア各国の小規模山
村自治体に移出展開を目指す。

柏の葉キャンパス
「公民学連携による自律した都市経営」【千葉県柏市等】

・大学等の「最先端の知」を活用
・地域エネルギーマネジメントシステムの高度化等によるスマートシティ化
・高齢者の「市民健康サポーター」としての起用
・大学の基礎研究と事業化との間の隙間を埋める「ギャップファンド」の創設・
活用等によるベンチャー支援

OPEN YOKOHAMA
―ひと･もの･ことがつながり、うごき、時代に先駆ける価値を生み出す「みなと」―【神奈川県横浜市】

・３６９万人の市民力、開港（1859年）という歴史的背景、環境モデル都市等
の環境・エネルギーに関する知の蓄積を活用

・横浜スマートシティプロジェクト（ＹＳＣＰ）の推進
・ＮＰＯや支援ネットワークの充実を通じた地域の支え合い、住宅への高齢
者生活支援機能の導入や大規模団地再生

コンパクトシティ戦略による富山型都市経営の構築
～ソーシャルキャピタルあふれる持続可能な付加価値創造都市を目指して～【富山県富山市】

・LRTを中心とした公共交通を軸としたコンパクトなまちづくりを推進
・自動車から公共交通、徒歩・自転車への転換促進
・海洋・森林バイオマス、小水力などの再生可能エネルギーの活用
・和漢薬や医薬品の伝統・技術と最新技術の融合による生薬生産システム
の構築

【福岡県北九州市】 北九州市環境未来都市

・公害克服と環境国際協力の経験及びものづくりの技術、高齢化対策にいち
早く取り組んできた実績を基に取組を推進

・風力発電産業のアジア展開、官民連携による海外水ビジネス
・地域連携による健康の維持・向上、住民主体の健康づくり
・スマートコミュニティ創造事業の成果を活用した、釜石市での復興支援事業

環境未来都市選定地域

＜被災地域＞

北海道下川町（人口：3,645人）

千葉県柏市（人口：40.5万人）

神奈川県横浜市（人口：369.2万人）

富山県富山市（人口：41.7万人）

福岡県北九州市（人口：97.4万人）

岩手県大船渡市、陸前高田市、住田町（人口：合計6.7万人）

岩手県釜石市（人口：3.8万人）

宮城県東松島市（人口：4.0万人）

宮城県岩沼市（人口：4.4万人）

福島県南相馬市（人口：6.6万人）

福島県新地町（人口：8,110人）



北海道下川町

人が輝く森林未来都市しもかわ

将来ビジョン

面積：644.2㎢
人口：3,644人（2012年2月現在）

下川町は北海道北部に位置する内陸の町。町面積の

約９割が森林で覆われ、林業�農業を基幹産業として

います。

下川町は、半世紀にわたり築いてきた森林共生型社

会構築のノウハウをもとに、2030年までに 「森林未

来都市」モデルを完成させます。そして、政策�事業

パッケージをアジア各国のまちづくりや地域再生へ移

出展開します。

「森林未来都市」とは、豊かな森林環境に囲まれ、

森林で豊かな収入を得て、森林で学び、遊び、心身を

健康に養い、木に包まれた心豊かな生活をおくること

のできる町。

豊富な森林資源を最大効率で活用する自立型の森林

総合産業を構築し、エネルギー完全自給に加え、近隣

市町村へのエネルギー供給により、地域資源から最大

限の収益を確保し、経済循環を続ける安定した経済社

会を築きます。さらに、森林文化として森林環境教育

や森林療法を享受しながら心身を健康に養い、子ども

から高齢者、障害者までもが互助と協働により安全安

心快適な暮らしを創造し続け、誰もが活躍の場を持ち

ながら良質な生活を楽しむことのできる地域社会を築

きます。

産業

資源

良質な生活

社会

アジア各国の小規模山村へパッケージ移出

森林総合産業

エネルギー
完全自給

超高齢化
対応

自立・自律する発展基盤

森林共生型社会構築のノウハウ
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町民が安全かつ安定したエネルギー環境の下
で安心した生活をおくれるようにするため、ま
たエネルギー購入費の町外流出を防ぎ、地域内
経済循環を最大化させるため、小規模分散型の
再生可能エネルギー供給システムを整備し、エ
ネルギーの完全自給を目指します。

超高齢化がすすむ下川町「一の橋」地区をモデル
地区として、環境負荷を低減し、地域特性を活かし
たコレクティブハウスを建設し、社会コミュニティ
の再構築、高齢者と若者による食料自給や新産業創
造に取り組みます。
また、集落のエネルギー自給を図るため、再生可

能エネルギーによる地域熱電供給システムを併せて
整備し、エネルギー自給と超高齢化対応を同時に実
現するモデルをつくります。

下川町が世界に対して比較優位を持つ豊富な森林
資源をもとに、林業�林産業を通じて豊かな収入を
得るため、林業システム及び林産システムの革新を
図るとともに森林文化を創造することにより、森林
から最大限に収益を得続ける森林総合産業を構築し
ます。
半世紀にわたり築いてきた循環型森林経営とゼロ

エミッションの木材加工システムを基盤とすること
で、他地域をリードし、移出展開可能な森林総合産
業をいち早く実現します。

下川町で永続的に価値を創造し続けるため、自立的
かつ自律的な発展の基盤を確保します。

具体的には、地域資源を生かし、時代の変化に対応
しながら、真に必要な地域技術の開発や人材育成等を
担う知識産業の拠点機能を構築します。

また、取組に必要となる資金の調達と効果的な資金
投入を可能とする自立的運営のための地域ファンドを
設立します。

さらに、町民の求める価値と取組内容の整合性を評
価し、改善につなげることのできる自律的運営のため
の指標を開発します。

バイオマス、太陽光、小水力等による熱電供給

共同菜園、特産品開発、コミュニティレストラン等

木質原料供給ビジネス化

一般住宅等
エネルギー自給

地域内循環

コレクティブ
ハウス

地域ファンド

評価

評価

評価反映
取組改善
計画更新

取組

指標
評価反映
取組改善
計画更新

知の拠点

森林総合産業の構築
PROJECT

01

エネルギーの完全自給にむけて
PROJECT

02

集住化モデルによる自立型コミュニティの構築
PROJECT

03

自立・自律する基盤整備
PROJECT

04
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公民学連携による自律した都市経営

面積：115㎢
人口：40万人（2012年２月現在）

柏市：
東京都心から30km（鉄道30分）人口40
万人、首都圏における中核都市
柏の葉：
柏市北西部に位置。2005年にTXが開通、
沿線で新た
な都市開発
が進行
総合特区と
の連携
区域・
ローカル
ルールに基
づく道路の
柔軟な維持
管理
区域・
街区内での
電力融通

柏の葉キャンパス
「公民学連携による自律した都市経営」

柏の葉キャンパス最大の資源である 大学等が「最先端の知」を結集し
て構想�提案し、市民や企業等の 地域の主体が持続的�自律的にそ
の運営を担い、高齢者から次世代 を担う若者、あるいは自由な発
想を持つ子供まで、地域のために 何かしたいという思いを抱える
誰もがまちづくりに参画できる、 クリエイティブな新しい社会
システム、共創する持続可能な 仕組み“CO-CREATE ECO-SYSTEM”

国立大学法人東京大学、国立大学法人千葉大学、
三井不動産株式会社、スマートシティ企画株式会社、
柏の葉ｱｰﾊﾞﾝﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ、TXｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

千葉県柏市

将来ビジョン
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１００％自然エネルギー利用や、住民参画型の
楽しく豊かな地域エネルギー運営
【数値目標等】
◆駅前複合開発におけるＣＯ２排出原単位削減
→約４０％削減、業務施設単体：約５０％削減（Ｈ
２６年）

◆スマートメーター導入によるＣＯ２排出量削減
→約１５％削減（Ｈ２６年）

◆柏の葉キャンパス駅周辺５街区における３日間の地
域防災等にかかる最低限の電力確保（Ｈ２６年）

◆地域の自動車分担率減、自転車分担率増（Ｈ４０年）

積極的な社会参画やＩＣＴを活かしたモビリティ環境により、
誰もが生き生きと自律して暮らせる社会

【数値目標等】
◆トータルヘルスケアステーションの設置
→３つ（Ｈ２６年度）→さらにＨ２８年度までに７つ

◆要支援�要介護者への通所リハビリ事業所及び訪問リ
ハビリ事業所のサービス実施件数増
→１．５倍（Ｈ２８年度）

◆サービス参加者の状態改善

日本が誇る「技術力」を活かし、地域で事業を育
てる、新産業創造が活発な国際的環境

【数値目標等】
◆市内の大学�研究機関発ベンチャー企業に対するエンジェル

税制を活用した出資件数増
→５件（Ｈ２８年）

◆TEP による市内ベンチャー企業の支援数増
→７０者（Ｈ２８年）

◆市内で実施されるフィールド型の研究�
実証実験数増
→８０件（Ｈ２８年）

エリア・エネルギー管理システム （AEMS）

高層集合住宅

商業施設

平常時 ：地域エネルギーの一元管理による効率利用

災害時 ：ライフライン（水ポンプ、避難所、高層ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ）に優先供給

商業
オフィス

取組１． 『柏の葉・AEMSセンター』の整備

取組２． ホワイト証書（ｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄｼｽﾃﾑ）

取組３． 再生可能エネルギー地産地消システム

取組４． 大規模ガス発電機の配備

取組５． 非常時における街区間電力融通

取組６． マルチ交通シェアリング・システム拡充

取組７． 柏ITS情報センター設立

取組９． 元気高齢者が活躍できるコミュニティ構築
 市民健康サポーター育成講座の開設
 シニア・ソーシャルビジネスの仕組み構築
 元気高齢者の地域活動プロジェクト

取組８．トータルヘルスケアステーション創設
 すべての高齢者に疾病・介護予防サービスを提供
 リハビリ、口腔ケア、栄養指導等を包括的に提供
 作業・理学療法士、歯科衛生士、栄養士等で構成

東京大学・千葉大学の取り組みとの連携

取組１２． ｱｼﾞｱの大学発 ﾍﾞﾝﾁｬｰのﾈｯﾄﾜｰｸ化
ｱｼﾞｱ各国の技術系ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業による国際的なｱﾜｰﾄﾞを柏
の葉で開催

スマートシティ
PROJECT

01

健康長寿都市
PROJECT

02

新産業創造都市
PROJECT

03
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神奈川県横浜市

将来ビジョン

面積：434.98 ㎢
人口：369万人（2012年2月現在）

＜2050年「都市の世紀」をリードする横浜の先進性と突破力＞

市民自身が企業や行政とともに問題を突破し、たゆみなく社会を変革する「市民力」により、成熟

した魅力を磨き上げつつ、まちに新たなシステムやサービスを織り込んでいく「都市のリノベーショ

ン」を実践しています。

＜安心で高品質な生活基盤が支える幸せな市民生活＞

情報技術と融合した横浜産で低炭素型のエネルギーネットワークや、地域の人々が手を携え、高齢

者や障害者、若者やこどもたちを切れ目なく支える仕組みなどで、幸せな市民生活が支えられていま

す。そして、市民自身による地域運営を行政が支える、最も身近で豊かな自治を実践しています。

＜成長産業と文化芸術空間が広げる人・都市の交流＞

環境技術やライフイノベーション、ソーシャルビジネス

など、横浜の強みを活かした産業を創出し、海外都市の課

題解決に力を発揮しています。また、港の周辺の一流の文

化芸術を堪能できる空間が人々を魅了し、ビジネスや国際

会議などによる人�都市の交流が広がっています。

＜多彩な地域の魅力の「つながり」がつくる横浜の創造力＞

水や緑、港や歴史ある建物などのある多彩なまちなみが、

低炭素型交通網、スマートグリッドや高度情報網で結ばれ、

人々の出会いや活動が広がり、創造力を育んでいます。

＜開港の歴史と経験を礎とした環境未来都市の姿勢＞

開港以来の「進取の気風」を受け継ぎ、様々なひと�も

の�ことが行き交う「みなと」として、多様性を受け止め

ながら、新たな価値を生み出し続けます。

OPEN YOKOHAMA
ひと･もの･ことがつながり、うごき、時代に先駆ける価値を生み出す｢みなと｣
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＜上下水道技術の海外展開支援による、海外の水問題の解決への貢献＞
「横浜水ビジネス協議会」（133団体�団体及び市で構成） の活動を通じて、
民間企業の多様な上下水道技術、ノウハウを生かした海外展開を支援します。
JICAと連携し、ベトナム中部17省市での水道事業体の人材育成�実践的訓練の
枠組みづくりを行うとともに、「横浜ウォーター」（水道局設立会社）による
企業の海外ビジネスに関するコンサルティング�研修の受入れを行います。

＜横浜型高齢者活躍プロジェクト＞
高齢者の元気な社会貢献がビジネスを生み、経済活性化に波及することを目指します。
各種教室�イベント参加にポイントを与え、様々な特典を得られる「よこはま市民健康ポ
イント」を創設し、楽しみながらの健康維持�身近な地域への社会貢献などを促進します。

大規模団地や鉄道沿線住宅地などの
生活圏をモデルに、生活支援機能の
充実、学校�医療�福祉連携などに
より、温かなでコンパクトなまちを
つくります。
平均的な年金収入で生活支援を受け
ながら住み続けられる民間集合住宅
の供給の仕組みをつくり、高齢者と
若い世代がともに入居することによ
る擬似コミュニティの形成、高齢者
の活躍の場の創出を進めます。

＜持続可能な住宅地モデルプロジェクト・横浜型支え合い住宅（仮称）の整備＞

通所介護、訪問介
護・ 看護事業所

交流スペース

子
育
て
世
帯
、
学
生
等

高
齢
者
向
け
住
宅

｢横浜型支え合い住宅｣イメージ
＜新規供給型＞

地域による支え合い＜栄区公田町団地＞

左上：地域子育て
右上：毎週の朝市

右下：サロンでの交流

＜グローバルな都市ブランドの確立＞
3年ローテーションで美術�ダンス�音楽のフェスティバルを開催し、
世界に誇れる文化芸術都市を創出します。また、歴史的建造物の改修
などにより、アーティスト�クリエイターの創作�発表�滞在の場で
ある「創造界隈」を形成します。
これらによるにぎわいの魅力で、MICE（多くの集客交流が見込まれ
るビジネスイベント等）誘致�開催支援や海外集客プロモーションを
展開します。 スマートイルミネーション横浜－省エネ技術とアートでつくる「もうひとつの横浜夜景」 2011年 象の鼻テラス

藤本隆行＋Rhizomatiks（真鍋大度、石橋素） 《The Organic Nucleus／有機中芯的「象の鼻」》／Photo: Hideo Mori
会場：象の鼻テラス／横浜三塔（神奈川県庁本庁舎／横浜税関／横浜市開港記念会館）

＜イノベーションを生み続ける産業拠点の形成＞
企業立地促進条例の拡充に加え、特定都市再生緊急整備地域への
指定を得て、中心部においてグローバル企業のアジア本社機能�
研究開発拠点を誘致するほか、国際戦略総合特区への選定を得て、
京浜臨海部に国際競争力あるライフサイエンス拠点を形成します。
女性の起業�社会進出支援や、こどもたちの社会に関わり貢献す
る力の育成を進めます。

横浜西口駅ビル計画
（イメージ）

横浜バイオ産業センター

世界の2大問題「低炭素・水」への挑戦
PROJECT

01

人々がつながり、暮らしやすい地域づくり
PROJECT

02

アジア・世界の文化発信・産業拠点化
PROJECT

03

HEMS
CEMS

EV

BEMS

蓄電SCADA

充放電EV

ｽﾏｰﾄBEMS

ｵﾌｨｽﾋﾞﾙBEMS
商業施設BEMS

ｽﾏｰﾄBEMS

充電ｽﾃｰｼｮﾝ

蓄電SCADA
需給調整用蓄電池 戸建HEMS

戸建HEMS

ﾏﾝｼｮﾝHEMS集合住宅HEMS

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ

需要家側蓄電池

CEMS
統合BEMS

情報
ﾈｯﾄﾜｰｸ

＜地域エネルギーマネジメントシステム（CEMS）の構築＞
大規模な市民参加により、再生可能エネルギーを大量導入し、系統
電力と連系したCEMSを構築します。多様な市街地での実証を進め、
国内の電力供給問題への貢献と海外への普及展開を目指します。
みなとみらい21地区では、計画停電の影響を受けないビジネスゾー
ンとするため、特定電気事業を検討します。
電気自動車の普及を進め、蓄電池としての活用や、次世代の充電イ
ンフラ整備も進めます。
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富山県富山市

将来ビジョン
＜都市のかたち＞
○公共交通を軸としたコンパクトなまちづくり
公共交通の利便性が高まり、その沿線に住宅や商業等の様々な都市機能が集約した「コンパクトシ

ティ」が実現している。

＜市 民 生 活＞
○商業、娯楽、文化施設など都市機能が近くにある利便性の高い生活
○最寄り駅�バス停などを中心とした、歩いて暮らせる人間中心の快適なまち
公共交通沿線に居住していれば、自動車を自由に使えなくても都心へのアクセスや市内の移動が容

易に出来る。また、医療をはじめとする生活サービス施設が充実している。

面積：1,241.85㎢
人口：41.7万人（2012年１月現在）

コンパクトシティ戦略による富山型都市経営の構築

目指す都市像

○スローライフの場としての農山村での暮らし
市街地の周辺では、森林や田園といった自然が適切に維

持�保全され、都市部の住民が農業や自然と触れ合うことが
できる。また、農山村における医療�福祉等の定住環境が維
持されている。

＜産 業 活 動＞
○国際競争力のある薬都とやま
和漢薬や医薬品の伝統�技術を背景に、高い技術を持つ医薬

品メーカーが集積し、国際競争力ある医薬品関連産業の拠点と
なっている。
○再生可能エネルギー型産業の振興
富山湾、３０００ｍ級の山々、急流河川といった自然特性を

活かし、海洋�森林バイオマス、小水力発電など、再生可能エ
ネルギーが普及し、多種多様な既存産業において最大限に活用
されている。

地方都市が抱える課題の解決モデルを提示
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高齢者が安全�安心に生活できるコンパクトなまちづくりを実現するため、中心市街地において
高齢者等の健康増進に役立つヘルシー＆交流タウンを形成する。

健康志向�長寿社会を背景とした漢方薬�生薬ニーズが高まるなか、「薬都とやま」としての伝
統や技術を活かし、安全�安心で安定した供給量を確保するため、植物工場の発展形として、最先
端のバイオ技術生産管理システムを構築する。

【特徴�ポイント】
（伝統的産業の復活による地域活性化）
①「薬都とやま」としての300年以上の歴史
と伝統

②医薬品関連産業や研究機関の集積
（再生可能エネルギーの活用）

①小水力発電等を導入し工場へ電力を供給
②工場におけるエネルギーコストの縮減

（生薬生産の高度化）
①バイオ技術の導入による高付加価値化
（有効成分のアップ）

②無農薬栽培による安全�安心
③品質と供給の安定化

電力供給

小水力発電太陽光発電

甘草

【特徴�ポイント】
（安全�安心�快適な歩行者ネットワークの形成）
・介護�医療�商業施設のほか、交流の場と

なる休憩施設や飲食店等の設置�誘致
・上記施設の動線に歩行者専用道路を整備

（高齢者の外出�交流機会の創出）
・高齢者の生き甲斐づくりや世代間交流をテーマ

に活動する市民活動団体の支援
・民間施設の一部を活動の場として活用する公民

連携の仕組みづくり
（富山型デイサービスの立地誘導）
・地価の高い中心市街地においても新規立地が

促進される支援制度を整備
歩行者ネットワーク

歩行者ネットワーク

角川介護予防センター

温熱療法・陸上運動療法・パーソナルケア

病院

広場

スポーツ交流拠点

公園

既存路線のＬＲＴ化及びネットワーク化を推進し、公共交通の
利便性と魅力を高めることで、過度に自動車に依存したライフス
タイルから脱却し、低炭素で高齢者に優しい都市の実現を図る。

【特徴�ポイント】
（富山ライトレールと市内電車の接続）
平成26年度の北陸新幹線開業に併せて、鉄道高架下での富

山ライトレールと市内電車の南北接続を行い、北部地区から
都心地区へのアクセス強化や利便性の高いＬＲＴネットワー
クを構築し、都心地区の都市機能や居住環境の向上を図る
（富山地方鉄道上滝線ＬＲＴ化（構想））
南富山駅における市内電車の上滝線（鉄道）への乗り入

れ等によるＬＲＴネットワーク形成に向けた検討を行う
（富山ライトレールの複線化）
富山ライトレールの路面電車区間の一部を複線化するこ

とにより、運行の定時性を確保する

市内電車環状線

南北接続

市内電車環状線

富山ライトレール

ＬＲＴネットワークの形成
PROJECT

01

ヘルシー＆交流タウンの形成
PROJECT

02

薬用植物栽培システムの構築
PROJECT

03

提供：鹿島建設、医薬基盤
研、千葉大学
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福岡県北九州市

北九州市環境未来都市

面積：487.89㎢
人口：97万人（2012年2月現在）

将来ビジョン

環境価値
の創造

エネルギーを
大切に使う

ゴミが少ないきれいな街で暮らせる身近な緑や水辺で
安らげる

○都市の中の緑化面積の増加
（ 市街化区域における緑被率）

17％（H22） →30％（H62）

○温室ガス排出量の削減
1,560万㌧（H17）

→1,180万㌧（H37）

○家庭ごみの発生量
506ｇ（H21） →  450ｇ （H37）

○家庭ごみのリサイクル率
30.4％(H21) →  40.0％(H37)

社会的価値
の創造

経済的価値
の創造

安心して子どもを育てられる

このまちで学びこのまちで働ける

生きがいをもち元気に楽しく過ごせる

○子育て支援の取組が充実してきたと感じる
市民の割合の増加

21.3％（H22） →25.0 ％ （H37）

○１年間に地域活動に参加した高齢者の割合の増加
40.9％（H22） →   50％ （H37）

○健康づくりの取組が充実してきたと感じる市民の増加
26.7％（H22） → 30.0％ （H37）

○アジア低炭素化センターを核とした 北九州市発の国際ビジネス案件の増加
1件（H22） →約100件（H37累計）

「地域や都市（まち）の中で人が輝く、賑わい・安らぎ・活力のあるまち」
～公害を乗り越えた経験と持続的に創造するイノベーションを活かして～

２０５０年までに、「環境」を絆に世界とつながり、すべての世代が「真の豊かさ」を感じなが
ら、人間中心の新たな価値を持続的に創造するまちを実現し、２０２５年までに、子どもから高齢
者まで、すべての世代が地域を中心とした「絆」で結ばれ、豊かな環境のもと、健康で、安全�安
心な、質の高い生活を送れる活力あるまちを実現します。
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八幡東区東田地区で、太陽光発電など再生可能エネルギ
ーの導入や建築物等への省エネシステムを導入し、地域内
のエネルギーを賢く使いこなす仕組みを構築するとともに、
需要家側から制御を促すダイナミックプライシングやイン
センティブプログラムの仕組みを活用することで、地区全
体を包括するエネルギーマネジメントシステムの構築に取
り組み、地域全体の低炭素化を実現します。

市民センター等の地域の拠点を活用して、地域住民が主
体となった健康づくり事業を、まちづくり協議会、健康づ
くり推進員の会、食生活改善推進員協議会等の地域住民に
加え、医師会、歯科医師会、薬剤師会、栄養士会、行政
（保健師）などが連携して行うことで、全てのライフステ
ージにおける健康づくりを実施します。

「アジア低炭素化センター」を核に官民が連携し、相手
国のニーズに応じて、都市環境インフラに係る技術や社会
システム等を組み合わせ、パッケージ化し、本市のもつ都
市間ネットワークの活用によりアジア諸国に輸出します。
こうした活動を通じて、アジア地域の環境ビジネスの拠点
を目指します。

保護者や地域の方々に「スクールヘルパー」として学校
に登録していただき、学校の教育活動を支援していただく
本市が誇るボランティア事業です。その活動内容は、登下
校時の見守りや授業�教材準備の手伝い、本の読み聞かせ
や図書の整理など、多岐にわたっています。北九州市では、
市民が一体となれるシンボル事業として「スクールヘルパ
ー日本一のまち」を掲げてまちづくりを進めています。

子どもから高齢者まで、地域の住民が世代を超えて活動
し、地域内の空き地を活用した植樹苗の育成や野菜等の栽
培、荒廃竹林の再生など里地里山の保全に取り組むことで、
街なかの緑を増加させ、身近に豊かな自然を感じることが
できる空間を創出し、「都市と自然が共生するまち」を目
指します。この活動を通して、地域の社会的連帯も回復し
ます。

北九州スマートコミュニティ創造事業
PROJECT

01

まちの森プロジェクト
PROJECT

02

地域でGO!GO!健康づくり
PROJECT

03

スクールヘルパー
PROJECT

04

アジア低炭素化センター
PROJECT

05
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岩手県大船渡市、陸前高田市、住田町
一般社団法人東日本未来都市研究会

気仙広域環境未来都市

将来ビジョン

面積*：890.42 ㎢
人口*：6.7万人（2012年1月末現在）

東日本大震災によって被災した都市を環境�社会�経済の価値を相乗的に創造する、世界に誇

れる環境防災未来都市として復興し、東北地方の復興まちづくりのモデルかつ小規模都市の世界

モデルとします。

気仙広域（岩手県大船渡市、陸前高田市、住田町で構成）で創設した都市社会システムを国内

外へ普及�展開することも視野に入れます。

地域に安定的に電力を供給し、住民が安全�安心に暮らせる社会を実現するため、世界初の地

域分散型蓄電システム付メガソーラー発電所を建設し、地産地消型または分散型エネルギー社会

を構築します。

高齢者の住まい、医療�介護施設、就労場所等について、高齢者に優しい交通環境と先進移動

手段が整備されたフラットなコンパクトシティに実現するとともに、幼児から高齢者までの生活

が循環的に連結する社会環境を実現します。

65歳以上の人口が30％以上の超高齢化社会である、２市１町それぞれの特徴を活かし複合的に

連携しながら、第二次産業の振興、医療福祉、農林水産業、交通、物流などの社会インフラの革

新的な進歩を実現し、住民が安心かつ快適に暮らせるまちを構築します。また、ICTを活用し、

｢助け合い｣、｢＜所有する＞から＜利用する＞へ｣など地球環境への負荷が少ないソフト施策を導

入し、先進的なライフスタイル（シェアリング、リサイクル�リユースなど）を実現します。

*２市１町合計

碁石海岸・乱曝谷
奇跡の一本松

種山ケ原
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蓄電池を付帯したソーラー発電所の建設
世界初の小都市における部分的な地産地消型エネルギー

システムを地域分散型蓄電システム付ソーラー発電によって
実現します。

高台を利用した高齢者に配慮した連結型コンパクトシティの創設
高齢者の住宅、公共施設、就労場所、家族の住宅、商業

施設を近接させたコンパクトシティを目指します。

木質バイオマス発電 木質ペレット

大規模定置型蓄電池産業の振興

先端技術及びノウハウを活用した 農林水産業の振興

大規模定置型蓄電池製造企業を誘致し、再生
可能エネルギー関連産業の拠点を構築します。

海と森の共生を目指した木材利用手法

植物工場と直流システム
木造環境住宅団地開発モデル

自然エネルギー活用型スマートグリッドの構築
電力消費拠点にスマートメーターを配置し、自然エネルギー

を活用する形での地域全体のエネルギー消費を最適化する。
電気自動車の普及も含め、まちの省エネルギー化�低炭素化を
進めます。

介護・福祉の先進モデルの創出
２４時間介護等の介護福祉サービス、在宅医療等の地域

医療体制の先進モデルを創出します。

高齢者にやさしい交通環境と先進移動手段の整備

高齢者生活拠点の防災強化

農業の復興を含めた高齢者の雇用創出
野菜工場などの先端技術も活用し、高齢者が働き、社会に貢献できる雇用機会を創出します。

PROJECT

01 再生可能エネルギーマネジメント

PROJECT

02 コンパクトシティ

PROJECT

03 産業振興

既存電力と再生可能エネルギーのハイブリッド・エネルギー
システムの構築

東北電力と密接に連携を図り、既存の発電と再生可能エネ
ルギー発電による地産地消型のハイブリッドエネルギー供給
システムを構築します。
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岩手県釜石市

将来ビジョン

面積：441.43㎢
人口：37,875人（2012年１月現在）

● まち、くらし、環境の総点検

● 地に足の着いたイノベーション

● 復興の志

● ものづくりの魂

● 支えあいの心

復興基本計画

2050年の釜石の姿

低炭素・省エネ・省資源
による資源循環型社会

自分の役割に喜びを感じな
がら暮らせる共助のまち

人と人、まちとまちが
繋がる交流都市

豊かな環境と
快適な住まい

働く場とうるおい
のある暮らし

人やモノや
情報の交流

三陸の大地に光り輝き、希望と笑顔があふれるまち

釜石市環境未来都市構想

主な数値目標
◎地域内発電能力
・１８１，４７０ｋｗ→２４０，０００ｋｗ（平成２７年度）

◎地域内発電量のうち再生可能エネルギーの割合
・２５％ →４５％（平成２７年度）

◎６５歳以上の就業者の割合
・１２．２％ →１５％（平成３７年度）

◎釜石に住み続けたいと思う市民の割合
・６４％ →８０％（平成２７年度）

～ 全国の小都市に先駆ける釜石の新たな挑戦 ～
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１）エネルギー地産地消の推進

�発電施設の蓄積を生かしながら多様なエネルギーの導入を推進。

�復興集落型「新エネルギー�コミュニティモデル」設置による
実証事業の展開。

�市内各所の拠点施設のエネルギー環境自立を推進。

２）多様なエネルギーを活かした産業創出
�エネルギーのべストミックスを進め、地域電力や排熱を活用する

産業を創出。

�森林が多い特色を活かし、異業種連携による効率的な木材供給

システムを確立。

１）高齢者が生きがいを持てるまちづくり

�生涯現役で働き続ける環境を整え、高齢者の雇用創出と就労を支援。

�高齢者サロンを活用し、高齢者間及び地域住民の交流機会を創出。

�若者世代との交流を通して、高齢者が社会に貢献し続ける仕組み

づくり。

２）保健、医療、福祉及び介護の一体化

�生活応援センターの役割強化。

�新エネ�コミュニティモデルにおけるＩＣＴによる見守り体制の構築。

�ＩＣＴを活用した保健�医療�福祉�介護の地域ネットワークの構築。

�在宅医療センターによる退院後の調整機能の強化充実。

１）フィールドミュージアム構想の展開

�市の歴史や復興過程をそのままミュージアムとして来訪者に

伝える仕組み作り。

�地域アイデンティティ共有の手段とし、防災意識も高める

参加型取組の具体化。

２）産業遺産群の世界への情報発信

�橋野高炉跡のユネスコ世界遺産登録を目指した市民運動を展開。

�近代製鉄発祥を成し遂げた「アジアの奇跡」を世界に発信し、

市民の誇りを再興。

３）ラグビーＷ杯誘致に向けた取組

�市民共有の夢として、2019年ラグビーＷ杯の試合を誘致。

�スポーツ大会や合宿、研修などの呼び込み、

�未来の日本代表への選手派遣を目指し、関連するハード�ソフト

の事業を展開。

PROJECT

01 環境 ～低炭素・省エネ・省資源による循環型社会～

PROJECT

02 超高齢化対応 ～「産業福祉都市かまいし」の構築～

PROJECT

03
歴史的環境を活かすまちづくり
～釜石フィールドミュージアム構想～
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宮城県岩沼市

愛と希望の復興

将来ビジョン

面積：61㎢
人口：4.4万人（2012年1月現在）

伝承・防災教育雇用の創出
・国際医療産業都市
・アグリビジネス創出

• 集団移転
• ＩＣＴを活用した情報化促進

暮らしの安心
• 千年希望の丘
• 市道の嵩上げ
• 防潮堤
• 貞山堀堤防の嵩上げ

津波からの防御

自然環境との共生
• 居久根（いぐね）再生
• 千年希望の丘
• 太陽光発電と蓄電池を
活用したエネルギーマネジメント

人と環境に優しい、そこに「住み続けたい」と思えるコミュニティの創造。

・千年希望の丘
・（仮）震災津波博物館

津波への危機管理
•千年希望の丘
•避難路の整備
•ＩＣＴを活用した情報化促進
•電源の安定供給

江戸時代に築かれた貞山運河と居久根（いぐね）に囲まれた歴史的な農村風景を活かすとともに、

高齢者も安心で、豊かな生活ができるエココンパクトシティいわぬまを目指す。

2050年までに、超高齢化社会においても高齢者が安心して働ける場として次世代アグリビジネスが

あり、医療産業の振興により持続可能な経済活動が行われ、市民が健康で、豊かな生活ができる岩沼

を目指す。

2020年までに、市東部

に、沿岸部からの集団移

転によりコミュニティの

再構築を行ったモデル的

エココンパクトシティを

配置する。高齢者が安心

して暮らすことができる

ように医療クラウドを利

用した健康管理を行い、

自立型のエネルギーシス

テムを構築するとともに、

緊急時の避難拠点として

も活用可能な千年希望の

丘を造成し、人と環境に

優しく、そして災害に強

いまちづくりを目指す。
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・雇用の創出が急務 ⇒宮城県の構想＝医療産業とクリーンエネルギー産業の集積
⇒仙台空港周辺に研究開発拠点や医療関連企業を誘致
⇒裾野が広い分野であり、広域圏に波及効果が期待

・医療分野や健康分野の研究機関、関連産業の誘致に
より、産業の集積�活発化�医療の高度化
⇒超高齢化社会への備えとなる。

・具体的な動き
これまで有識者による３回検討会を開催。

⇒今後、医療や健康に関連する産業や介護�看護等の
教育施設など、宮城県に適している業種などを提言
いただく予定。

・都市整備にあたっては、エリア内に自然再生エネ
ルギーを活用した取り組みを行う。
⇒電源不通時に対応可能な供給体制を構築。

津波により大半の農地が浸水し、塩害や水はけが悪いことにより、稲作や畑への再生には時間を
要する。そこで、農業を早期に再生し、農家の生活再建のためには、外食産業などの企業が出資す
る農業生産法人を誘致し、超省エネ型水耕栽培技術の次世代アグリビジネスをモデル的に実施し、
被災した農家の雇用及び地域の雇用を創出する。

（写真はイメージ、農林水産省及び経済産業省ホームページ等より転載）

千年希望の丘
PROJECT

01

自然共生・国際医療産業都市
PROJECT

02

次世代アグリビジネス
PROJECT

03

・「津波を防ぐ」から「減災」に考えをシフト
⇒壊滅した沿岸沿いになだらかな丘を配備し威力を
減衰
�分散。防潮堤と併せて、多重の防御により住民�
企業の不安を解消。

・ガレキの活用
⇒有害物質を含まないコンクリート殻を内部に埋設
することで、自然の脅威と人類の英知を後世に残す。

・公園整備として、丘の造成に合せて風土にあった
樹木を植林。
⇒環境面から景観形成と生態系保全に寄与。

・官民、国内外問わず支援を呼びかけ
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東松島市が環境未来都市とし

て目指す将来ビジョンは、『東

松島市復興まちづくり計画』と

合致しています。東松島一心

（一進）となって未来へ向かい、

2050年には、東日本大震災を経

験した世代と次の世代が一緒に

なってまちづくりの担い手とな

り、自然災害から立ち直った象

徴的なまちとして世界各国から

の来訪者を招き入れ、国内で最

も住民が誇りを持ちながら、健

康で安心して暮らすことのでき

る街を目指します。

宮城県東松島市 面積：101.86㎢
人口：43,225人（2011.3.1）→ 40,708人（2012.2.1）

将来ビジョン

○災害に強く 安全なまち

○安心して 笑顔で暮らせるまち

○産業を育て 働く場をつくるまち

復興まちづくりの将来像
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環 境

▼地域独立電源の創出をめざし、

「MATSUSHIMA自然エネルギーパーク構想」を

実現する。

▼家庭、運輸部門中心にした温室効果ガスの

削減を目標とし、ネット�ゼロ�エネル

ギー�シティ（ＺＥＣ）を実現する。

▼市民一人ひとりが環境問題に関心を持ち、

主人公となって取り組むため、啓蒙活動�環

境教育を推進する。

■目標値：市内自然エネルギー自給率

H23 1%未満 → H38 120%

超高齢化対応

防災：災害FREE

マルチメディア端末の「絆」利用シーン

コンシェルジュ

市役所病 院

外 食

コンビニ

レンタカー
カーシェア

薬 局

美容室

警備会社

電力会社

介護サービス訪問看護

ガス会社

水道局

商 店

ショップ・サービスショップ・サービス

地域コミュニティ－「絆」－
（地域ＳＮＳ）

・ソーシャルキャピタルの形成
（住民コンセンサスの形成）
・相互見守り社会
・地域活動の情報

探索
オーダー
予約

広告
デリバリー
お知らせ

利用状況
料金
お知らせ
ＣＯ２削減情報
利用制限

利用データ

・生活状況監視により
駆けつけサービス

ライフライン・インフラライフライン・インフラ

・健康情報
（体温、血圧、体重）
・サービス申し込み
・緊急コール

防災コマンドセンター

ニュース
緊急情報
市政情報
求人情報
ボランティア募集

市政要望
レスキューコール

行政・まちづくり・災害対策行政・まちづくり・災害対策メディカル・ヘルスケアメディカル・ヘルスケア

・問診・診断
・見守り
・ケアサービス

住民間
カーシェアリング

生活利便性向上

住民意見の集約
安全・安心確保

高齢者ケア

省エネ・省資源
環境保全
ＣＯ２削減

マルチメディア端末の「絆」利用シーン

コンシェルジュコンシェルジュ

市役所病 院

外 食

コンビニ

レンタカー
カーシェア

薬 局

美容室

警備会社

電力会社

介護サービス訪問看護

ガス会社

水道局

商 店

ショップ・サービスショップ・サービス

地域コミュニティ－「絆」－
（地域ＳＮＳ）

・ソーシャルキャピタルの形成
（住民コンセンサスの形成）
・相互見守り社会
・地域活動の情報

探索
オーダー
予約

広告
デリバリー
お知らせ

利用状況
料金
お知らせ
ＣＯ２削減情報
利用制限

利用データ

・生活状況監視により
駆けつけサービス

ライフライン・インフラライフライン・インフラ

・健康情報
（体温、血圧、体重）
・サービス申し込み
・緊急コール

防災コマンドセンター

ニュース
緊急情報
市政情報
求人情報
ボランティア募集

市政要望
レスキューコール

行政・まちづくり・災害対策行政・まちづくり・災害対策メディカル・ヘルスケアメディカル・ヘルスケア

・問診・診断
・見守り
・ケアサービス

住民間
カーシェアリング

生活利便性向上

住民意見の集約
安全・安心確保

高齢者ケア

省エネ・省資源
環境保全
ＣＯ２削減

セルフサポートスクール構想

【自然エネルギー】

給食センター

学校

残渣

改質器

燃料電池

【電気自動車】

【食品残渣を利用した
バイオマス発電】

【電気自動車による給食配送】

【次世代の子供への
環境教育として利用】

近隣河川の利用（小
水力）

【災害時は避難所への電力供給として利用】・・・上下水対策、空調、照明などの電力需要施設も検討

【発電量モニタリング】

電気とCO2の関係をリアルタイム表示

→次世代エネルギーへの啓蒙を図る従来の発電方式との比較

人力発電によりエネルギー
供給を実体験

セルフサポートスクール構想

【自然エネルギー】

給食センター

学校

残渣

改質器

燃料電池

【電気自動車】

【食品残渣を利用した
バイオマス発電】

【電気自動車による給食配送】

【次世代の子供への
環境教育として利用】

近隣河川の利用（小
水力）

【災害時は避難所への電力供給として利用】・・・上下水対策、空調、照明などの電力需要施設も検討

【発電量モニタリング】

電気とCO2の関係をリアルタイム表示

→次世代エネルギーへの啓蒙を図る従来の発電方式との比較

人力発電によりエネルギー
供給を実体験

▼高齢者医療�介護�福祉費の抑制のために、

安全で健康的な住宅を整備する。

▼介護�福祉が必要な高齢者への対応を図るた

め、地域住民相互の高齢者介護、見守り体制を

構築する。

▼高齢者雇用の拡充を目指し、高齢者就業機会

を提供するとともに、外出を助ける交通基盤を

整備する。

■目標値：65歳以上就業率

H23 29.29% → H28 33.44%

▼暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴

火等の自然災害から住民の安全を確保し、“何世代

にも亘り永く住み続けられるまち”を創造する。

▼地域独立電源を整備し、災害発生時の自立サポー

ト機能を構築して、公共避難所における自立避難生

活機能を向上する。

▼住民個々の防災意識の定着と継承を促すため、よ

り強固な地域コミュニティの再興を推進し、“防災

ソーシャル�キャピタル”を形成する。

■目標値：避難所におけるエネルギー自給率

H23 0% → H28 100%

防災都市研修視察�見学者数

H23 なし → H28 2,500人

ｴﾈﾙｷ゙ ﾈーｯﾄﾜー ｸ

微細藻類の
開発・育成

情報ﾈｯﾄﾜ ｸー

防災（災害Ｆｒｅｅ）

環境（地域独立型ｴﾈﾙｷ゙ ）ー超高齢化（地域医療ネットワーク）

新産業（観光＋地場産業＋環境）

スマートコミュニティモデル
“ＮＯＢＩＲＵ”モデルから全市展開

バックアップ
（電力系統）

ＥＭＳ

中核病院による遠隔医療 メガソーラー

小型風力発電

太陽光パネル
リサイクル工場

自治体・自衛隊共同
コマンドセンター

ＧＰＳ活用
衛星電話

コーポラティブハウス
健康住宅

防災教育・訓練
自衛隊松島基地

クリニック

グリーンカー

水産加工場・物流
所

ローコスト
スマートハウス

ローコスト
スマートハウス

多重堤防

スマートビル

セルフサポート
スクール

グリーンツーリズム

コミュニティバス

長期滞在療養

避難タワー

バイオマス発電

ＪＲ仙石線

地場産品ブランド
化

次世代生命情報基盤

ｶー ｼｪｱﾘﾝｸ゙

ｴﾈﾙｷ゙ ﾈーｯﾄﾜー ｸ

微細藻類の
開発・育成

情報ﾈｯﾄﾜ ｸー

防災（災害Ｆｒｅｅ）

環境（地域独立型ｴﾈﾙｷ゙ ）ー超高齢化（地域医療ネットワーク）

新産業（観光＋地場産業＋環境）

スマートコミュニティモデル
“ＮＯＢＩＲＵ”モデルから全市展開

バックアップ
（電力系統）

ＥＭＳ

中核病院による遠隔医療 メガソーラー

小型風力発電

太陽光パネル
リサイクル工場

自治体・自衛隊共同
コマンドセンター

ＧＰＳ活用
衛星電話

コーポラティブハウス
健康住宅

防災教育・訓練
自衛隊松島基地

クリニック

グリーンカー

水産加工場・物流
所

ローコスト
スマートハウス

ローコスト
スマートハウス

多重堤防

スマートビル

セルフサポート
スクール

グリーンツーリズム

コミュニティバス

長期滞在療養

避難タワー

バイオマス発電

ＪＲ仙石線

地場産品ブランド
化

次世代生命情報基盤

ｶー ｼｪｱﾘﾝｸ゙

PROJECT

01

PROJECT

02

PROJECT

03
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福島県南相馬市

次世代に繋ぐ循環型都市 南相馬

平成23年3月11日の東日本大震災による、地震�津波及び福島第一原子力発電所の事故により、南
相馬市は大きな被害を受けています。そして、住民の避難�企業の閉鎖�放射性物質による地域環境
の破壊など、困難な問題に直面しています。
その様な中で、南相馬市では市民と共に一日も早く安全�安心なまちを取り戻すため、そして、次

の世代にこのまちを繋いでいくために、エネルギー�世代�産業の【循環】をキーワードに環境未来
都市構想に取組んでまいります。

面積：398.5㎢
人口：7.1万人（2011年2月末現在の人口）

4.3万人（2012年2月現在の居住人口）

エネルギー循環型都市

循環型地域産業の創造

世代循環のまち

■安心して暮らせる環境

■省エネ社会への転換

■安定的な雇用の創出

■電力の地産地消ができる地域

■農業の再興

■地域産業の一端を担う産業の創出

2050年

将来ビジョン

■コミュニティの回復・強化

■生涯現役で暮らすことができる
仕組みづくり

■ユニバーサルデザインの推進

環境

産業

それぞれの取り組みが関わりを持ちながら、
市全体として循環・自立を目指します。

高齢化

世代の
循環

循環型
産業

エネルギーの
循環

エネルギーの
循環

循環型
産業

世代の
循環
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スマートシティによる
エネルギー循環型都市

○再生可能エネルギー基地の建設、運用

○太陽光発電�EVを取り入れた集落の形成

○環境学習�市民ひとりひとりの環境意識の向上

脱原発、低炭素型社会を目指して以下の取
り組みを行います。

津波被災地域�山間部を中心に大規模再生可
能エネルギー基地を設置します。電力の地産地
消、環境負荷軽減を掲げ、原子力発電に依存し
ないまちを目指します。

防災集団移転に伴い、移転先集落のエコ化を
推進し、省エネ集落を市内に広げていきます。
各住宅に太陽光パネルの設置を推進し、EVの
シェアなどを通じ集落が省エネに取り組めるよ
う支援します。

原発事故を風化させないためにも、教育現場
やシンポジウム開催などを通し、市民が電力や
環境について学べる機会を設けます。

防災集団移転に併せ、住民それぞれの生活の
質（Quality Of Life)を高めるために、集落に
「コ�ハウジング」の特色を取り入れ、コミュ
ニティ活動を活発にし、住民それぞれが長く自
立して暮らすことができるまちを目指します。

第一次産業を核とした新たな産業構造の導

入で地域農業の再生に取り組みます。

植物工場や花卉工場による安定的な農産物

の生産、農地の大規模化や複合化による農業

経営の強化�効率化、加工�販売、エネル

ギー供給などを一体的に行う複合的経営の促

進により、農産生産の再興、地域産業の活性

化、通年雇用の実現を目指します。

アクティビティ
ハウス

高断熱素材・ユニ
バーサルデザインに
よる住宅建設

再生可能エネ
ルギーによる
電力供給

・ごみの減量
･リサイクルの推進

・食堂、台所、ラウ
ンジ、などを備えた
共用施設を整備

・敷地内は、歩行と自転車を推奨
・フットパスによる新たな移動手

段の確保

中庭

循環型地域産業の創造

J
R
常
磐
線

防災集団移転

スマートコミュニティ

Co‐housingの導入

再生可能エネルギー基地の整備

循環型産業の創造

災害公営住宅

誰もが暮らしやすい世代循環のまち

EDEN計画を核とした循環型地域産業の創造

※ コ�ハウジング
（ひとつの集落として30世帯程度で形成）
・ユニバーサルデザイン、高断熱材使用の住宅
・共同施設を設け、地域交流の場を確保
・再生可能エネルギーを利用し環境負荷を低減
・ごみの減量�リサイクルを共同体で実施

国
道
6
号
線

PROJECT

01

PROJECT

02

PROJECT

03
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福島県新地町

「やっぱり新地がいいね」
～環境と暮らしの未来（希望）が見えるまち

将来ビジョン

2050年の将来像として、新地に生まれ育った住民や、新たに移住した住民、さらには新地を
訪れる人々は、この地の豊かな自然、暮らし、人のつながりを通じて得られる豊かさを実感し、
「やっぱり新地がいいね」という言葉を口にしているようなまちを目指す。

面積：46.35㎢
人口：8,092人（2012年１月現在）

①自然と共生する海のあるまち

火力発電所及びメガソーラーの整備を完了し、町内及び周辺地域への安定的な電力供給を
達成するとともに、新たな産業創出を実現する。

②人のKIZUNA（絆）を育むまち

オンデマンド交通や高度情報通信網の整備により住民の生活支援に資する新たなサービスが
生まれ、これと連携しながら高齢者の社会参加を支援する人のつながりを育む。

③命と暮らし最優先のまち

将来想定される津波に耐えられるまちとしての基盤整備を完了するとともに、防災体制を
確立している。

主な数値目標（１０年後の目標値）

�本町内の電力需要に対する自然エネルギーによる電力自給率（０％⇒１００％）
�木質バイオマスのエネルギー利用量（０万トン⇒２０万トン）
�公共施設や住宅のエネルギー自給率（１０％以下⇒約６０％）
�タブレット型情報端末の普及（４１２台⇒約２，５００台）
�地域のコミュニティビジネスの状況（若干名⇒約４００人）
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地 域

家 族�オンデマンド交通システムの高度化

�オンデマンド交通のＥＶ化及び地区毎の

充電ステーションの配置

�地域内の情報基盤の整備

�新たな情報端末の利用による地域情報の発信

�太陽光発電施設（メガソーラー）

�バイオマス発電�熱供給

�小中学校を核とした地域分散�自立型

電力供給システムの構築

�大規模野菜工場

EV充電ステーション

公共施設（小中学校）

新規ビジネス

太陽光発電

太陽光の利用

バイオマスペレット
・間伐材を利用
・ＣＯ２削減 火力発電所にて混焼

木質バイオマス
ペレットの利用

超高齢化社会を支える２つのインフラ

・ヒューマンインフラ（家族・地域・行政）

・情報通信インフラ（情報通信による連携）
行 政

情報通信
による連携

PROJECT

01 自然と共生する海のあるまち

人のKIZUNA（絆）を育むまち

命と暮らし最優先のまち

PROJECT

02

PROJECT

03

�災害に備えるまちづくり（被災時にも利用

可能な情報通信体制の確立等）

�自主防災組織の育成と防災教育の展開

�救急医療体制の充実

�住民間の多様な交流によるQOLの向上

�多様なコミュニティビジネスの創出

日用品の配送

地域・救急医療の充実

FWAによる通信
介護予防プログラムスポーツクラブ

流通企業

病院
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◆日時：平成24年2月21日（火）

◆場所：日経ホール

（東京都千代田区）

◆主催：内閣官房・内閣府

●海外招聘者 10人
・デンマーク貿易投資担当大臣 ピア･オールセン･デューア 氏

・Ｃ４０研究部長 セス･シュルツ 氏

・ＩＣＬＥＩ世界事務局次長 ジノ･ヴァン･ベギン 氏

・ＷＨＯ高齢化と人生部長 ジョン・ベアード 氏

・インドネシア･スラバヤ市長 トゥリ･リスマハリニ 氏

・前デンマーク･コペンハーゲン市長 リット･ビャールゴー 氏

・中国・上海市社会科学院常務副院長 左 学金（ﾂｫ･ｼｭｴ･ﾁﾝ） 氏

・ＳＷＥＣＯ社上級顧問 ウルフ･ランハーゲン 氏

・セティアハルマン社事業開発部長 パイパー･モード･ナサー 氏

・インドネシア開発監督管理大統領実務室長官代行

トジョコルダ・ニラルタ・サマディ 氏

●国内外参加者 約600人
・アジア諸国等の政府・自治体幹部、大学等研究者 約20カ国43人

（ＪＩＣＡ主催「環境未来都市」構想推進セミナー参加者）

・環境未来都市、環境モデル都市、国、地方自治体、民間企業、

大学・研究機関、一般市民等 約560人

◆成果（共通認識事項）

【総論】「環境価値、社会的価値、経済的価値という３つの価値創造の最大化、

バランス性が重要。」

①人が中心（高いレベルの住民参加・協力・支援、多様な主体の巻き込み。）

②都市の独自性、比較優位性の確立（歴史、伝統、文化、地理的特性、環境・省エネ技術等）

③自律的経済循環システムの確立（長期的な視点、公民連携、知識クラスターの形成。）

④都市間ネットワーク連携の必要性（都市環境問題の共通性、多様性、自律的相互連携、知の共有化。）

⑤成功事例の世界的な情報発信（世界的なネットワークへの参加・活用、国際フォーラムの継続開催。）

◆内容：
【第１部】趣旨説明、基調講演、パネルディスカッション

【第２部】低炭素都市推進国際会議（環境価値）

高齢化分科会（社会的価値）

経済分科会（経済的価値）

【第３部】特別セッション（被災地の環境未来都市の

取組紹介）、全体総括

◆目的
「環境未来都市」構想の推進に向け、

①構想及び環境未来都市の取組の理解と協力の輪を広げ、

②国内外の有識者からの助言・示唆を得て、

③国際的ネットワーク連携の第一歩とすることを目的とする。
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平成22年

6月

10月

11月

12月

平成23年

１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

平成24年

１月

２月

３月

平成24年度以降の支援措置などを検討するため、全国からアイデアを募集
提案件数：合計９３件（提案主体は７９団体）

環境未来都市を選定するため、コンセプトの実現に資するような提案を公募
提案件数：合計30件（うち被災地域からの提案件数：6件）

環境未来都市評価・調査検討会（座長：村上周三 (独)建築研究所理事長）によるヒアリング等を実施
テーマ別評価（書面審査） ⇒ 全体評価（書面審査） ⇒ ヒアリング

（30件） （18件）

合計11地域を「環境未来都市」として選定
＜非被災地域＞ ・北海道下川町 ・千葉県柏市等 ・神奈川県横浜市 ・富山県富山市 ・福岡県北九州市
＜被災地域＞ ・岩手県大船渡市、陸前高田市、住田町等 ・岩手県釜石市

・宮城県岩沼市 ・宮城県東松島市 ・福島県南相馬市 ・福島県新地町

環境未来都市選定証を
野田内閣総理大臣から
各環境未来都市の代表
へ手交

「環境未来都市」構想有識者検討会（委員長：村上周三(独)建築研究所理事長）によってコンセプト
を検討（計５回）

「環境未来都市」構想のコンセプトを周
知するために、全国７箇所（東京、北海
道、中部、近畿、中国、四国、九州）で
フォーラムを開催

「新成長戦略」閣議決定（６月22日）

「環境未来都市」構想のコンセプトの検討（10月～翌２月）

21の国家戦略プロジェクトの一つに「環境未来都市」構想が位置づけられる～～

提案募集（アイデア募集）（3月8日～5月9日）

「環境未来都市」構想推進フォーラムの開催（４月、５月）

環境未来都市の募集（９月１日～９月30日 ※被災地域は10月25日まで）

環境未来都市の選定プロセス（10月～12月）

環境未来都市の選定（12月22日）

環境未来都市選定証授与式（１月18日）

「環境未来都市」構想推進国際フォーラムの開催（２月21日）

各都市において、環境未来都市計画を策定（２月～３月）
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＜お問合せ先＞

内閣官房地域活性化統合事務局「環境未来都市」構想担当

〒100-0014
東京都千代田区永田町1-11-39 永田町合同庁舎７階（705）

TEL：03-5510-2175 FAX：03-3591-8801 E-mail：g.futurecity@cas.go.jp




